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概要 

 科学技術及び学術の振興において、優れた人材の育成・確保・活躍促進は、最も基本的

なテーマの一つである。科学技術・学術政策研究所では、博士人材がより一層社会で活躍

するための様々な政策立案に役立てることを目的に、2014 年度から博士人材データベース

（JGRAD）の運用に取り組み、参加大学の協力を得て博士人材のキャリアパス等の調査を進

めている。本報告書は、2018 年 10 月に JGRAD 登録情報の分析に寄与する目的で実施した

意識等調査の結果を報告するものである。 

 調査はアンケート形式で行い、2018年 10月－11月の約 1か月間実施した。対象者は JGRAD

登録者であり、メールの案内により JGRAD システム内のウェブ回答を求めた。アンケート

期間中の JGRAD アクセス数は 3,579 名であり、うち 2,567 名から回答を得た。 

アンケートの回答と登録情報をあわせて分析した主な結果は、以下のとおり。 

 

１．業務に役立っている在籍時の経験  

博士課程在籍時の経験とキャリ

アへの影響について情報を得るた

め、博士課程修了者に対して、 

①現在の業務に役立っている博士

課程在籍時の経験、②今振り返っ

て在籍中に経験しておくべきであ

ったと考えること、を質問し、在

籍者に対して、③将来のキャリア

に役立つと思う在籍中の経験を質

問した。 

３つの設問への回答パターンが

異なる中で (概要図表 1～3)、全

てに共通したのは、「異分野研究者

との交流」の重視であった。博士

のキャリアにおいて、異分野研究

者交流が重要な経験になっている

こと、博士人材も重視しているこ

とが、あらためて示された。一方、

修了者の多くがもっと経験してお

くべきだったと回答したのは、「研

究関係者との交流」、「各界で活躍

する人々との交流」であり、在籍

中の広い交流体験やネットワーキ

ングが、卒業後に望まれているこ

とが明らかになった。 

他に、もっと経験しておくべき

だったとされたのは「語学カリキ

0 100 200 300 400 500

異分野研究者との交流 
研究関係者との交流 

各界で活躍する人々との交流 
プロジェクト形式の授業 

IT 技術の習得 
語学力向上カリキュラム 

インターンシップ 
授業外のサポート 

大学教員養成プログラム 

概要図表 1 現在の業務に役立っている在籍時の 
経験３つ（修了者） 

(件) 

※回答「その他(74)」  
は省略している。  

異分野研究者との交流 
研究関係者との交流 

各界で活躍する人々との交流 
プロジェクト形式の授業 

IT 技術の習得 
語学力向上カリキュラム 

インターンシップ 
授業外のサポート 

大学教員養成プログラム 

概要図表 3 キャリア形成に役立つと思う経験 
３つ（在籍者） 

(件) 

異分野研究者との交流 
研究関係者との交流 

各界で活躍する人々との交流 
プロジェクト形式の授業 

IT 技術の習得 
語学力向上カリキュラム 

インターンシップ 
授業外のサポート 

大学教員養成プログラム 

概要図表 2 在籍時にもっと経験しておくべきだった 
と思う経験３つ（修了者） 

(件) 0 100 200 300

※回答「その他(42)」  
は省略している。  

0 500 1000 1500

※回答「その他(73)」  

は省略している。  
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ュラム」であった。 

また、「大学教員養成プログラム」や「IT 技術の習得」などは、在籍時の経験が役立っ

ているという回答数に比較して、もっと経験しておくべきだったとの回答が多いことが目

立った（本編図表 7、8）。本人が在籍時には積極的に経験しなかった可能性、在籍時の経

験では不十分な可能性、在籍時に機会がなかった可能性が考えられる。例えば、「大学教員

養成プログラム」は、現在の修了生には経験の機会があまりなかったと推定されるが、必

要と思う修了者が一定数いることから、今後の取組の拡大が期待される。 

 

２．職業選択の観点、男女の意識の差 

 博士人材がどのような観点でキャリア選択しているのか明らかにするため、修了者を対

象に、就職または転職にあたって重視した観点を質問した。職業選択にあたり最も重視さ

れているのは「研究を続けられる」ことであった（概要図表 4）。同じ研究の観点でも「研

究に関する自由度が高い」観点への重視度は男女差が見られ、特に研究者が大半を占める

と推測される大学及び公的機関（アカデミア）所属の回答者では、男性の 23％が研究の自

由度を重視していることに対し、女性は 6％と数倍の開きが見られた（概要図表 5）。一方、

女性の方が男性より重視している項目では、ワークライフバランスの実現が最も多かった。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究を続けられる 

研究に関する自由度が高い 

博士課程の研究テーマと関連 

創造性が高くイノベーティブ 

社会に貢献できる 

雇用が安定している 

ﾜｰｸﾗｲﾌﾊﾞﾗﾝｽを実現できる 

職場の雰囲気が良い 

給料が高い 

論文等著作が出しやすい 

福利厚生が充実している 

昇進の機会が多い 

その他 

0 50 100 150 200 250

0% 10% 20% 30% 40%

アカデミア男性 n=211 
アカデミア女性  n= 79 

概要図表 4 就職又は転職にあたり重視した観点 (修了者全体) 

  概要図表 5 就職又は転職にあたり重視した観点 (アカデミア所属の男女別) 
研究を続けられる 

研究に関する自由度が高い 

博士課程の研究テーマと関連 

創造性が高くイノベーティブ 

社会に貢献できる 

雇用が安定している 

ﾜｰｸﾗｲﾌﾊﾞﾗﾝｽを実現できる 

職場の雰囲気が良い 

給料が高い 

論文等著作が出しやすい 

福利厚生が充実している 

昇進の機会が多い 

その他 

(人) 

■最も重視  
■2 番目に重視  
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３．海外研究への希望 

 研究力向上の文脈で海外研究者・研究機関との共同研究が注目されている 1。一方で、

日本からの研究者の海外派遣の減少も指摘される 2。本調査では、当事者である博士人材

に外国での研究に対する意向を質問した。結果は、外国で研究をしたい人が、国内にとど

まって研究をしたい人を大幅に越えた。諸条件にとらわれなければ、海外研究を望む博士

の方が多い(概要図表 6)。 

 研究したい国を海外または国内と

選んだ理由について、海外を希望す

る回答者では「研究レベルが高い」

「その国での勤務経験に興味がある」

であり「自分の研究したい分野が発

達している」も多かった。一方、国

内で研究したい理由で非常に目立っ

たのは「現職から離れたくない」で

あった。そのほか「研究者の求人が

多い」も、国内希望者の方が多かっ

た。(概要図表 7)。 

 さらに、海外研究の意向を示した

回答者に対して、海外で研究するに

当たって気になることを質問した。

家族への配慮や行き先のポスト及び

研究費の獲得、言語を気にする回答

が多い。また、「帰国後に外国での努

力に見合う評価が得られないおそれ」

を選択した回答者が全体の約 1/4 見

られ、海外研究のデメリットと認識

されている可能性がある(概要図表

8)。 

特に、研究能力向上の観点で海外

での研究経験が期待される大学及び

公的機関所属者の意識を見ると、民

間企業所属者に比較して、「国内への

求職が不利になる恐れ」「コミュニテ

ィから離れる心配」の回答が多い特

徴が見られた。海外研究活動を奨励

する際の課題であろう。実態把握及

び採用や評価視点に関して各研究機

                                                        
1 第５期科学技術基本計画（平成 28 年１月閣議決定）  
第４章(1)②(ⅱ)国際的な研究ネットワーク構築の強化  

2 文部科学省「国政研究交流調教調査」(平成 30 年 9 月 ) 

研究レベルが高い 
自分の研究したい分野が発達 
その国での勤務経験に興味 

現職から離れたくない  
その国での活動が評価される 
指導を受けたい研究者の存在 

研究設備が充実 
研究支援体制が充実  

その国の研究ﾈｯﾄﾜｰｸに参加したい 
研究費が潤沢 

研究者の求人が多い  
その国の研究ｺﾐｭﾆﾃｨで存在感を得たい 

論文が評価されやすい  

0% 20% 40% 60%

大学 n=113 
民間企業 n=74 

家族の不利益・反対 
当該国でのﾎﾟｽﾄや研究費の獲得 

言語に不安 
生活環境に不安 

転職に伴う経済負担が大きい 
努力に見合う評価が得られない 
出身国への求職が不利な恐れ 

コミュニティから離れる心配 
移住の場合、老後の生活環境 

給与が下がるおそれ 

概要図表 7 外国で研究したい理由、国内にとどまりたい 
理由(修了者) 

概要図表 6 海外で研究することへの意向(修了者) 

概要図表 8 海外研究について気になること(修了者) 

0% 10% 20% 30%

外国希望  n=277 
国内希望 n=164 

0 50 100 150 200 250 300

出身国にとどまって研究したい 
外国での研究を経験したい 
研究をしたいと思わない 

(人) 



iv 
 

■大学の教育研究職、■民間企業、公的機関など大学以外での研究職、
■専門職、■民間企業の非教育研究職、■その他・わからない等  
※回答「その他(15%,6%)」は省略。 

関と個々の研究者の間で情報共有が進むことも重要と思われる。 

 

４．在学生の就職希望先 

 続いて、博士課程学生のキャリア志向の把握に向けて、在学生に対して希望する就職先

と職種を質問した。専攻分野による意識の違いは大きいが、回答者全体の約４割が大学で

教育研究職に就くことを希望し、約３割が民間企業で何らかの職に就くことを希望してい

る(概要図表 9)。実績を見ると、平成 30 年度の博士課程修了者のうち翌年度 5 月 1 日現在

で大学教員の職に就いた者は約２割であった 3。限られた大学教員の職を多くの博士が望

んでいる状況があらためて確認された。大学教員ではなく、ポストドクター等として大学

に所属する修了者も多く、彼らの果たしている役割、及び彼らのその後のキャリアを追跡

し把握することが重要である。 

また、修了後のキャリアに関して在籍者の最も多くが気にしていることは、大学就職希

望者では、アカデミアのポストが少ないことであり、民間就職希望者では、博士採用に積

極的な企業が少ないことであった(概要図表 10)。民間就職希望者については、アカデミア

のポストの多くは不安定と気にする回答者が 2 番目に多く、終身雇用を前提とする雇用体

系が企業に就職する魅力となっている可能性がうかがわれる。 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

                                                        
3 文部科学省「平成 30 年度学校基本調査報告書」卒業後の状況調査に記載された 10,603 名(卒業生は

15,654 名)の内訳。  

0% 10% 20% 30% 40% 50%

大学 

民間企業 

公的機関 

非営利団体 

起業 

その他 

教育研究職 
専門職 
非教育専門職 
どれでも良い 
わからない 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

理学 n=382 

工学 n=770 

農学 n=81 

保健 n=410 

人文・社会 n=202 

専攻分野別の希望する職業  

アカデミアのポストが少ない 

アカデミアのポストの多くは不安定  

博士採用に積極的な企業が少ない 

自分の分野で募集している企業がわからない 

キャリア選択のための情報が少ない 

就職活動の方法がわからない 

心配はあるが上記選択肢にはない 

特に気になることはない 0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

大学就職希望 n=822 
民間就職希望  n=590 

概要図表 9 博士課程修了後に希望する就職先の専攻分野別比較(在籍者) 

概要図表 10 希望する就職先別の、キャリアに関して気になること (在籍者) 
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５．研究職以外に博士の活躍が期待される職 

 博士について、大学教員や研究職以外にも進路を拡大し、高度な専門性や幅広い能力を

多様な場で活用することの重要性が指摘されている 4。そこで、博士号取得者の能力を活

かせると思う職種について、研究職の他にどのような職が考えられるか、当事者である博

士課程修了者及び在籍者の意見を自由記述形式で尋ねた。 

 最も多かったのは、コンサルタントやシンクタンクなど専門的助言に関する職であった。

また、サイエンスコミュニケーターや科学記者及びジャーナリストなど専門と一般社会の

間をつなぐ情報の発信に関する職も多数の回答があり、これらの業務において博士の能力

を活かした活動が当事者である博士及び博士課程の学生から期待されていることがわかる。

企業内での職に関しては、エンジニア、データサイエンティスト、技術営業などが挙げら

れた。産業界でもデータサイエンティストや IT エンジニアが求められており、人材のマッ

チングが進むことが望まれる。 

その他、在籍者の回答では、国際機関の多さも目立った。 

 

 

JGRAD アンケート 2018 では、博士人材のキャリア形成に関連する意識を、修了者と在籍

者に分けて調査した。ここで得られた情報が、人材政策の検討や、大学運営の検討の一助

となれば幸いである。  

                                                        
4 中央教育審議会大学分科会審議取りまとめ「2040 年を見据えた大学院教育のあるべき姿」（2019 年１月）、4-1-4 参照。 


